答　　申
審査会の結論

北九州市消防長（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象となった行政文書について、不開示決定した処分は妥当である。

理　　由

第１　異議申立てに至る経緯

　１　異議申立人は、平成18年６月23日、北九州市情報公開条例（平成13年北九州市条例第42号。以下「条例」という。）第5条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「救急出動報告書　平成18年6月13日に○○病院から救急車のようせいがあった内容のすべて」

２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成18年７月６日付で、行政文書の一部について開示を行わない旨の決定（平成18年７月６日付北九消警救第115号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、行政文書一部不開示決定通知書を平成18年７月10日に受領した。

３　異議申立人は、平成18年９月４日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第6条の規定により、実施機関に対して異議申立てを行った。

第２　異議申立人の主張要旨

１　異議申立ての趣旨

　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）個人識別性は不開示の理由とはならない。

ア　本件行政文書における不開示部分は、異議申立人の死亡した息子（以下「故人」という。）に関する情報であることが明白であるため、個人識別性は問題にならない。

イ　情報対象者が故人であることを識別できるから一部不開示というのではあまりに形式的であり、合理性がない。

（２）公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがない。

ア　実施機関は、公にすることによりなお個人の権利利益を害するおそれがあるとの理由により不開示としているが、個人の権利利益がどのように害されるかを何ら明らかにしていない。この点が十分に説明できない限り、本件不開示処分の合理性は見出せない。
イ　異議申立人は　故人の法定相続人であり、故人の権利を行使し得る唯一の存在であることから、本件不開示情報を開示しても、故人の権利利益が害されることは考えられない。　

ウ　異議申立人と故人は、死亡により人格的に融合し一体化しているといえるため、異議申立人の知る権利と故人の権利利益が衝突する要素がない。

（３）条例の解釈・運用等について

　　
ア　他の自治体の中には開示を受けることができる相続人を規定している条例が存在していることから、本件不開示情報についても、個々具体的に判断すれば、開示しても差し支えない。

　　イ　本件不開示情報は、個人識別性と権利利益の侵害について問題とならないため、条例の解釈により開示できる情報である。

（４）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。

　

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　本件不開示情報は、条例第7条第１号に該当する。

（１）傷病者の氏名及び住所に関する情報は、特定の個人を識別できる情報であり、条例第7条第1号に該当する。

（２）傷病者の年齢、年齢区分、救急処置に関する情報、救命効果、7日後の状況、傷病名症状に関する情報、報告事項欄中の傷病者に関する情報、現場観察状況中にある意識・呼吸・出血・脈拍・瞳孔に関する情報及び市民処置に関する情報は、個人の心身の状況であり、かつ、個人の人格に密接に関係のある情報であることから、特定の個人を識別できないが、公にすることにより、なお、個人の権利利益を害するおそれがある情報と認められるため、条例第7条第1号に該当する。
（３）本件不開示情報は、平成18年6月13日に○○病院から救急搬送された者は、本件不開示情報に係る特定の個人以外に該当する者はなく、既に特定されている覚知年月日（平成18年6月13日）、出動場所（○○病院）に係る情報と照合することにより、容易に特定の個人が識別されることからも、条例第7条第1号に該当する。

　　　

２　条例の解釈・運用等について

　
（1） 不開示情報該当性の判断に当たっては、開示請求権者又はその近親者に関する
情報であっても、特定の個人が識別される情報であれば、不開示とされるべきである。

　（２）本件行政文書は、救急車の現場到着前及び現場引き上げ後の情報が記録されて
いないことから、本件情報の全面開示が、死亡した経過を明らかにする唯一の手
段とはなり得ない。

　（３）異議申立人が故人の死亡経過を知ることが、本件処分により保護される利益に

優先する公益性上の必要があるとは認められない。

３　以上のとおり、本件処分は、条例の規定に合致しており、本件異議申立には理由がないものと考える。

第４　審査会の判断

１　本件行政文書の概要等

（1） 救急出動報告書は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第40条の規定に
基づく消防庁長官が求める消防統計等に関する文書であり、消防庁長官の定めた救急事故等報告要領及び北九州市救急業務規程（平成1年9月30日消防局訓令第3号）第29条の規定に基づき、救急隊が救急業務を完了した場合に作成するものとされている。

（２）本件行政文書は、平成18年6月13日に○○病院から救急車の要請があった際の救急出動報告書であり、救急業務を行った年月日、傷病者の状態、住所、氏名、性別及び年齢、その他活動概要等が記録されている。

（３）本件行政文書における不開示情報は、次のとおりである。

　　
ア　氏名、イ　性別　ウ　年齢　エ　年齢区分　オ　住所　

　　カ　救急処置に関する情報の一部　キ　救命効果　ク　7日後の状況

ケ　傷病名症状に関する情報　コ　報告事項欄中の傷病者に関する情報の一部
サ　現場観察状況中にある意識・呼吸・出血・脈拍・瞳孔に関する情報

シ　市民処置に関する情報の一部（カからシまでの不開示情報は、以下「傷病者の身体状況等」という。）　ス　性別・年齢区分・住所・救急措置・救命効果・7日後の状況に関するコード番号（以下「本件コード番号」という。）
２　本件事案の争点

本件異議申立てにおける争点は、次の３つに要約できる。

（１）本件不開示部分は条例第7条第1号に該当するか否か（争点１）。
（２）本件不開示部分が条例第7条第1号に該当する情報であっても、条例第8条の規定により部分開示が可能であるか否か（争点２）。

（３）遺族による死者の個人情報の開示請求を例外的に認めることができるか否か　（争点３）。

３　条例第7条第1号該当性についての判断（争点１）

（1） 条例第7条第1号の構造

条例第7条第1号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関す
る情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」は不開示とすることを定めている。

　　　　本号は、個人の権利利益の十分な保護を図るため、特定の個人が識別される情報について不開示とすることを定めたものである。

そして、「特定の個人を識別することができる情報」は、例えば氏名、生年月日

等当該情報に係る個人が誰であるかを識別させる部分と当該個人の行動記録等その情報だけでは個人を識別できないその他の部分から成り立っていると解されている。
　　　　一方、本号ただし書では、

ア　法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報
イ　人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報

ウ　当該個人が公務員等である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分（これらの部分を公にすることにより当該公務員の個人の権利利益を害するおそれがある場合にあっては、当該部分を除く。）については、開示すべきことが定められている。

このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討することとする。
（２）条例第7条第1号該当性

　　
ア　同号本文該当性

本件不開示情報のうち、傷病者の氏名、性別、年齢、年齢区分、住所及び傷病者の身体状態等に関する情報（以下、「傷病者に関する情報」という。）は、不開示部分全体が傷病者個人に関する情報であり、いずれも、特定個人を識別できるものであることは明らかであることから、本号本文に該当する。

また、不開示情報のうち、本件コード番号は、その情報自体からは特定の個人を識別できないが、一般市民が実施機関の保有しているコード表を開示請求等により入手することが可能であり、そのコード表と本件コード番号を照合することにより、特定個人を識別できるため、本号本文に該当する。

　　
イ　ただし書該当性

　　　傷病者に関する情報及び本件コード番号は、ただし書ア、ウのいずれにも該
　　当しないのは明らかである。

また、故人の死亡経緯等を明らかにするためとの異議申立人の異議申立て理由は、私的な理由にあたり、公益性は認められず、ただし書イに該当しない。

　　したがって、傷病者に関する情報及び本件コード番号は、本号に該当する。

４　条例第8条該当性についての判断（争点２）

（１）条例第8条の構造

条例第８条第１項は、「開示請求に係る行政文書の一部に不開示情報が記録されている場合において、不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。」と不開示情報に該当する部分を除いて開示に応じることを定めている。
　また、同条第２項は、「開示請求に係る行政文書に前条第1号の情報（特定の個人を識別することができるものに限る。）が記録されている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分（以下「個人識別部分」という。）を除くことにより、公にしても、個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分（以下「その他部分」という。）は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。」と個人識別部分を除くことよる部分開示について定めている。
（２）本条該当性判断

条例第8条第2項の規定に基づく部分開示の可否について検討すると、本件不開示情報は、傷病者の氏名、性別、年齢、年齢区分、住所などの個人識別部分と傷病者の身体状態等などのその他部分から構成されている。そして、その他部分は、個人の心身状況に関する情報が記録されており、当該情報が通常他人に知られたくないと望むことが正当であると認められる情報であり、これを公にすることは、個人の権利利益を害するおそれがあり、また本件不開示情報は、全体として相互に関連する密接不可分な個人に関する情報であることから、部分開示は妥当ではない。
５　遺族による死者の個人情報の開示請求についての判断（争点３）

異議申立人は　故人の相続人であり、故人の権利を行使し得る唯一の存在であることから、本件不開示情報を開示しても、故人の権利利益が害されることは考えられないと主張している。（本件では、実施機関が、理由説明書等において、平成18年6月13日に○○病院から救急搬送された者は、本件不開示情報に係る特定個人以外に該当する者はなく、既に特定されている覚知年月日（平成18年6月13日）、出動場所（○○病院）に係る情報と照合することにより、容易に特定の個人を識別できると主張しているため、本件不開示情報が、故人に関する情報であることが明白となり、それが異議申立人の主張につながった経緯がある。）
しかしながら、情報公開制度は、何人に対しても、請求の目的の如何を問わず開示請求を認める制度であることから、開示・不開示の判断に当たっては、開示請求者が誰であるかは基準とはならず、たとえ本人からの自己情報の開示請求や遺族からの故人情報の開示請求であっても、これら開示請求者の属性を考慮して開示判断をすることはできないと考えるべきである。
本件請求のような遺族による死者の個人情報の開示請求については、本来、個人情報保護に関する制度の中で解決すべき問題であり、本市においては、北九州市個人情報保護条例（以下、「保護条例」という。）が制定されていることから、制度趣旨が異なる情報公開制度を便宜的に流用して例外的に遺族による死者の個人情報の開示を認めることは妥当でない。
６　結論

以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。

７　付帯意見

現行の保護条例においては、開示請求をすることができる情報は「自己を本人とする個人情報」のみであり、死者に関する情報については、たとえ遺族からの請求であっても、認められていない（条例第16条第1項）。
このことは、保護条例による開示請求権が、実施機関が保有する自己に関する個人情報の正確性や取扱いの適正性をチェックするために認められた権利（自己情報コントール権）であるという趣旨から考えると合理的理由のあるところであるが、他方、本件事案のように遺族からの開示請求が現に実態としてあり、これに対して何らかの対応が求められていることも否定しがたい。

このような状況の中にあって、請求者や対象情報を一定の範囲に絞ってではあるが、個人情報保護制度の中で死者に関する開示請求を認める地方自治体が次第に増加しており、また、国の国民生活審議会個人情報保護部会においても検討課題の１つとして「死者に関する個人情報の保護の在り方」について議論されている。
本市においても、以上のことを踏まえ、個人情報保護制度において、死者に関する個人情報の開示請求について調査・検討等が行われることを期待するものである。
以上
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